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調査概要
• 調査時点：２０２５年８月18日～８月２６日

• 調査対象：愛知県内の中小・中堅企業等10,000社（※農業、林業、漁業、複合サービス事業、公務除く）

• 有効回答：2,216社（回答率：約22%） ※中小企業:2,086社(94.1%)、中堅企業:117社(5.3%)、大企業:13社(0.6%)

• 調査方法：Webによる回答

※７月22日（米国時間）の日米間の合意内容（相互関税15％、自動車・同部品の追加関税15％ 等）を前提に回答

輸出の有無
n=2,216社

製造業
1,275

(57.5%)

非製造業
941

(42.5%)

金属製品

218

(17.1%)

生産用機械

184

(14.4%)

輸送用機械

144

(11.3%)

その他

372

(29.2%)

プラスチック製品
78

(6.1%)

はん用機械
74

(5.8%)

食料品
72

(5.7%)

繊維工業
68

(5.3%)

電気機械
65

(5.1%)

全体（業種）
n=2,216社

製造業(n=1,275社) 非製造業(n=941社)

卸売,小売

231

(24.6%)

運輸・郵便

175

(18.6%)建設

135

(14.3%)

学術研究,専門・技術サービス

71

(7.5%)

情報通信
63

(6.7%)

その他

266

(28.3%)

製造業 非製造業

自社で直接輸出
している

276
(21.6%)

69
(7.4%)

納入先を通して
間接的に輸出し
ている

452

(35.5%)

53

(5.6%)

輸出していない 480
(37.6%)

800
(85.0%)

分からない 67
(5.3%)

19
(2.0%)

愛知県米国関税
対 策 本 部
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調査結果のポイント① 県内企業への影響

・ マイナスの影響が出ている又は見込まれる企業は、全体の約21％。

・ 業種別では、製造業でマイナス影響の割合が高い（製造業26％＞全体２１％＞非製造業１４％）。

・ 直接又は間接的に輸出している企業が、相対的にマイナスの影響が大きい。

・ 影響があると回答した企業の39%は既に影響が出ており、
1年以内までを含めると約8１%に影響が出る見込み。

マイナスの影響が見込まれる企業

• 製造業・非製造業ともに、「国内の取引先の輸出減少に伴う受注減」が最も多い（全体回答数の約３９％）

• 次いで、「調達・仕入コストの上昇」、「利益の圧縮」。

具体的な影響

・ 影響があると回答した企業の約70％が（営業）利益への下振れ圧力があると回答。

・ そのうち、中程度以上の下振れ圧力((営業)利益の２0％以上)の割合は、製造業で約３７%。
また、業種に関わらず、直接又は間接的に輸出を行っている企業（約３５％）で高い傾向。

今期の決算への影響

愛知県米国関税
対 策 本 部
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調査結果のポイント②企業の対応・県への期待

・ 全産業で「適切な価格転嫁、取引適正化の推進」に対する支援が期待されている。

・ 製造業では、企業が行う対策の上位で挙がっていた「設備投資の先送り」、「資金繰り対応」、
「自社内でのコスト吸収」、「国内販路開拓・拡大」に資する支援への期待が高い。

・ 非製造業では、相対的に、「雇用継続・確保支援」への期待が高い。

県に期待する支援

企業が既に実施している対策

・ 「自社内でのコスト吸収」、「国内販路開拓・拡大」、「設備投資先送り」の３つで、約４９％を占める。

・ 製造業では、「自社内でのコスト吸収」、「設備投資先送り」による経費・投資削減が行われている。

・ 非製造業では、「資金繰り対応」や「価格転嫁」も多く行われている。

企業が今後実施する予定の対策

・ 「価格転嫁」、「国内販路開拓・拡大」、「自社内でのコスト吸収」の３つで、４７％を占める。

・ 製造業では、「価格転嫁」が既に実施している対策と比べて大きく伸び、最も多い。

・ 非製造業では、「国内販路開拓・拡大」対策が最も多いが、「価格転嫁」を行う企業の割合が増えている。

愛知県米国関税
対 策 本 部
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Q1.米国関税措置の影響はあるか？

全体
n=2,216社

 マイナスの影響が出ている又は今後見込まれるのは、全体で約21％。
 業種別では、製造業でマイナス影響の割合が高い（製造業26％＞全体２１％＞非製造業１４％）。
 直接又は間接的に輸出している企業が、相対的にマイナスの影響が大きい。

マイナスの影響
459

(20.7%)

＜輸出有無別＞

自社で輸出
（直接又は商社）
n=345社

納入先を通して
間接的に輸出
n=505社

輸出していない
n=1,280社

影響はない
89

(25.8%)

マイナスの影響
104

(30.1%)

現時点では不明
151

(43.8%)

プラスの影響
1(0.3%)

56
(11.1%)

177
(35.0%)

272
(53.9%)

583
(45.5%)

166
(13.0%)

2 (0.2%)

529
(41.3%)

＜業種別＞

製造業
n=1,275社

非製造業
n=941社

310
(24.3%)

332
(26.1%)

3 (0.2%)

630
(49.4%)

430
(45.7%)

127
(13.5%)

384
(40.8%)マイナスの影響

459
(20.7%)

影響はない
740

(33.4%)

現時点では不明
1,014

(45.8%)

プラスの影響
3

(0.1%)

愛知県米国関税
対 策 本 部
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Q2.影響が出る時期は？
Q1で「マイナスの影響が出ている（見込まれる）」「プラスの影響が出ている（見込まれる）」と回答した462社が対象

 全体として、39%は既に影響が出ており、1年以内までを含めると約8１%に影響が出る見込み。
 製造業では、約43％に既に影響が出ており、１年以内までを含めると約８４％と相対的に大きい。直
接又は間接的に輸出している企業は、１年以内までに影響が出る割合は約８５％。

全体 n=462社

既に出ている
180

(39.0%)

３か月以内
75

(16.2%)

輸出していない
n=168社

納入先を通して
間接的に輸出
n=177社

自社で輸出
（直接又は商社）
n=105社

既に出ている
49

(46.7%)

3か月以内
16

(15.2%)

6か月以内
13

(12.4%)

1年以内
11

(10.5%)

時期不明
16

(15.2%)

76
(42.9%)

29
(16.4%)

29
(16.4%)

17
(9.6%)

25
(14.1%)

1年以上後 1(0.6%)

51
(30.3%)

28
(16.7%)

17
(10.1%)

29
(17.3%)

6 (3.6%)

37
(22.0%)

6か月以内
62

(13.4%)

1年以内
57

(12.3%)

時期不明
81

(17.6%)

1年以上後
7

(1.5%)

＜輸出有無別＞

＜業種別＞

１年以内
80.9%

製造業
n=335社

非製造業
n=127社

145
(43.3%)

54
(16.1%)

44
(13.1%)

37
(11.1%)

4 (1.2%)

51
(15.2%)

35
(27.6%)

21
(16.5%)

18
(14.2%)

20
(15.7%)

3 (2.4%)

30
(23.6%)

83.6％

愛知県米国関税
対 策 本 部
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0 50 100 150 200 250 300

国内の取引先の輸出の減少に伴う受注減

部品・材料・商品等の調達・仕入コストの上昇

利益の圧縮

国内の取引先の関税コスト増に伴う値下げ要求

販売価格に上乗せしたことに伴う販売・売上減

海外の取引先からの取引停止や納入数量減の申し入れ

海外の取引先からの値下げ要求

競合する他国製品・商品の関税率上昇に伴う販売・売上増

米国内での設備投資増に伴う販売・売上増

その他

製造業 非製造業

3

12

Q3.具体的な影響の内容は？※複数回答可

 製造業・非製造業共に、「国内の取引先の輸出減少に伴う受注減」が最も多い（全体回答数の約３９％）。
 次いで、「調達・仕入コストの上昇」（全体回答数の約21％）、利益の圧縮(約17％)。
 回答企業からは、「米国関税措置以降、納入先企業からの受注は、減少、先送りの傾向がある」との声もある。

249

Q1で「マイナスの影響が出ている（見込まれる）」「プラスの影響が出ている（見込まれる）」と回答した462社が対象

（「その他」の内容）
・設備投資抑制を受けての案件の縮小・消滅（金属製品製造業）

・国内の取引先の設備投資の見送りによる受注減（生産用機械器具製造業）

・他業種の参入による価格競争の発生（生産用機械器具製造業）

・利益が圧縮された企業の広報や販促予算の削減による受注減（情報サービス業） 等

103

54

26

37

123

3

16

76

47

36

17

12

5

2

1

1

8

n（回答数）=626 n（回答数）=205

回答数 計３２５、全体の３９.1％

回答数 計１７０、２0.5％

回答数 計１３９、１６．７％

全体回答数=831

愛知県米国関税
対 策 本 部
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Q4.今決算期に与える影響は？

輸出していない
n＝168社

 全体の約70％が(営業)利益への下振れ圧力がある。
 製造業では、中程度以上の下振れ圧力((営業)利益の２0％以上)が約３７%を占める。
 直接又は間接的に輸出を行っている企業では、中程度以上の下振れ圧力が約３５％を占める。

非製造業
n＝127社

製造業
ｎ＝335社

Q1で「マイナスの影響が出ている（見込まれる）」「プラスの影響が出ている（見込まれる）」と回答した462社が対象

(直接・間接含む)
輸出をしている
n＝282社

大きな
下振れ圧力

36(10.7%)

中程度の下振れ圧力
87

(26.0%)

小さな下振れ圧力
120

(35.8%)

分からない
71

(21.2%)

影響はない 13(3.9%)

小さな上振れ圧力 3(0.9%)中程度の上振れ圧力 4(1.2%)

大きな上振れ圧力 1(0.3%)

※大きな：(営業)利益（見込）の50%以上、中程度：同20～50%、小さな：同5～20%として回答

25
(19.7%)

53
(41.7%)

8
(6.3%)

34
(26.8%)

5(3.9%)
2(1.6%)

32
(11.3%)

5(3.0%)

67
(23.8%)

110
(39.0%)

42
(25.0%)

61
(36.3%)

8(4.7%)

53
(18.8%)

48
(28.6%)

12(4.3%)
4(1.4%)4(1.4%)

大きな上振れ圧力0(0%)

4(2.4%)

大きな上振れ圧力0(0%)
中程度の上振れ圧力0(0%)

大きな上振れ圧力0(0%)
中程度の上振れ圧力0(0%)

大きな
下振れ圧力

38
(8.2%)

全体 n=462社

中程度の
下振れ圧力

112
(24.2%)

小さな下振れ圧力
173

(37.5%)

分からない
105

(22.7%)

影響はない
21(4.6%)

大きな上振れ圧力 1(0.2%)

中程度の上振れ圧力 4(0.9%)

小さな上振れ圧力 8(1.7%)

下振れ圧力
69.9%

＜業種別＞

＜輸出有無別＞

３６.７％

３５．１％

愛知県米国関税
対 策 本 部
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0 20 40 60 80 100 120

自社内での原価低減によるコストの吸収

国内での販路開拓・販路拡大

設備投資の先送り

運転資金の確保等の資金繰り対応

販売価格への価格転嫁

賃上げの抑制

新規採用の抑制・見送り

既存事業以外の新規事業開発

サプライチェーンも含めた原価低減によるコストの吸収

海外での販路開拓・販路拡大

米国での現地生産の増加

その他

対策は実施していない/予定していない

製造業 非製造業

Q5.既に実施した対策は？※最大３つまで回答可

 「自社内でのコスト吸収」、「国内販路開拓・拡大」、「設備投資先送り」が、既に実施した対策の約４９％を占める。
 製造業では、当面、「自社内でのコスト吸収」、「設備投資先送り」による経費・投資削減が行われている。
 非製造業では、相対的に「設備投資の先送り」は少ない一方、「資金繰り対応」や「価格転嫁」が多く行われている。

Q1で「マイナスの影響が出ている（見込まれる）」「プラスの影響が出ている（見込まれる）」と回答した462社が対象

n(回答数)=189n（回答数）=576

78
28

76

75

56

50

43

30

29

21

10

1

7

100

31

12

21

18

5

6

8

3

4

0

2

51

回答数 計300、
「対策を行った」うちの48.９％

全体回答数=765

愛知県米国関税
対 策 本 部

8



0 20 40 60 80 100 120

対策は実施していない/予定していない

その他

米国での現地生産の増加

海外での販路開拓・販路拡大

新規採用の抑制・見送り

サプライチェーンも含めた原価低減によるコストの吸収

既存事業以外の新規事業開発

賃上げの抑制

設備投資の先送り

運転資金の確保等の資金繰り対応

自社内での原価低減によるコストの吸収

国内での販路開拓・販路拡大

販売価格への価格転嫁

製造業 非製造業

Q6.今後実施する予定の対策は？
※最大３つまで回答可

 「価格転嫁」、「国内販路開拓・拡大」、「自社内でのコスト吸収」が、今後行う対策の４７％を占める。
 製造業では、「価格転嫁」が既実施の対策と比べて大きく伸び、今後予定する対策では最も多い。
 非製造業では「国内販路開拓・拡大」対策が最も多いが、「価格転嫁」を行う企業の割合が増えている。

Q1で「マイナスの影響が出ている（見込まれる）」「プラスの影響が出ている（見込まれる）」と回答した462社が対象

111
31

83

83

69

64

55

53

41

37

31

21

3

8

36

29

18

18

22

16

15

6

10

7

0

4

回答数 計3７３
「対策を行う」うちの

４７．０％
（２位←１位(既実施））

（２位←２位(既実施））

（１位←５位(既実施））
（２位←４位(既実施））

（１位←１位(既実施））

（３位←２位(既実施））

全体回答数=871n(回答数)=659 n(回答数)=212

愛知県米国関税
対 策 本 部

9



 全産業で「適切な価格転嫁、取引適正化の推進」に対する支援が期待されている(約２１％)。
 製造業では、企業が行う対策の上位で挙がっていた「設備投資の先送り」、「資金繰り対応」、「自社内で
のコスト吸収」、「国内販路開拓・拡大」に資する支援への期待が高かった。

 非製造業では、相対的に、雇用継続・確保支援への期待が高かった。
0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

その他

経営課題解決に向けた専門家派遣

海外での販路開拓支援

相談窓口の充実

新規事業開発支援

国内での販路開拓支援

情報提供の強化

生産性向上（デジタルやロボット導入等）支援

雇用継続・確保支援

資金繰り支援

設備投資支援

適切な価格転嫁、取引適正化の推進

製造業 非製造業

Q7.県に期待する支援は？

n(回答数)=2,186 n(回答数)=1,044

Q1で「マイナスの影響が出ている（見込まれる）」「プラスの影響が出ている（見込まれる）」「現時点では不明」と回答した1,476社が対象

※最大３つまで回答可

459
219

341

302

273

208

182

158

99

56

50

21

37

116

121

176

74

132

57

59

33

24

8

25

(製造業の21.0％)(非製造業の２１．０％)

全体の２１．0％

全体回答数=3,230

企業の今後実施する予定
の対策(製造業)のトップ５
・ 価格転嫁
・ 設備投資先送り
・ 資金繰り対応
・ 自社内でのコスト吸収
・ 国内販路開拓・拡大

愛知県米国関税
対 策 本 部
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回答者の声 ※自由記載による回答

【影響等について】
・関税だけでなく、物価・最低賃金の上昇も含め、都度価格転嫁していかなければいけない。（家具・装備品製造業）

・関税が増加する分、取引先から販売価格の値下げを打診されている。（化学工業）

・8月の売上げは前月７月比で50％以下になることが見込まれる。（はん用機械器具製造業）

・設備導入の見送り等により売上が減少。新規顧客の開拓を行っているが、人手不足もあり即効力は無い。（生産用機械器具製造業）

・米国への間接輸出が売上の３割程度を占めており、今後更なる受注減も危惧している。（その他の製造業）

・先行き不透明な現在、設備投資等は凍結している。（その他のサービス業）

・客先の設備投資の見直し・先送り等が発生し、売上・生産計画にずれが生じている。（生産用機械器具製造業）

・今後どのような影響が出てくるのか予測できないため、不安が募る。（生産用機械器具製造業）

・米国での生産が増強されることになれば、設備の受注が増え、プラスの影響が出る可能性がある。（はん用機械器具製造業）

【対策等について】
・中小企業では現地生産等の対応は出来ず、多くは地道な価格転嫁の努力と経費節減程度しかできない。（建築材料，鉱物・金属材料等卸売業）

・既存製品の受注が減少することを見据え、新規の販路開拓を積極的に行っている。（金属製品製造業）

・融資枠を設定し資金確保はできているものの、新規販路の開拓や米国以外からの受注確保に努めている。（その他の製造業）

・関税措置の影響が大きい顧客と小さい顧客がいるため、影響の小さい顧客との取引拡大を進めている。（電気機械器具製造業）

【要望等について】
・リスク分散として、米国以外の海外市場(東南アジア等)にシフトできるような支援があるとよい。また、他国の関税率によって
は、国内(県内)での生産を強化する動きに繋がることから、設備投資支援にも期待する。（パルプ・紙・紙加工品製造業）

愛知県米国関税
対 策 本 部
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